
事務 ト

業

予定

60件 60件

経費 ○ 管

２　事業

理

コスト

事業費等（千円

経

）
令和05年度 令和0

費

6年度 令和07年度 令

[

和08年度 令和09年

長

度

当初予算 決算 当初予

期

算 決算 当初予算 決算 当

総

初予算 決算 計画 決算

事

合

業費 165,010 1

計

27,322 151,

画

220 163,889

]

218,691 254

そ

,184 144,36

の

8 0 144,368 0

他

伸び率（％） 7.8%

分

△15.2% △8.4

野

% 28.7% 44.6

別

% 55.1% △34%

目

△100% 0% 0%

人

標

件費
正規職員 27,8

４

96 27,974 26

誰

,124 37,119

も

46,009 41,7

が

11 46,805 0 4

安

6,805 0

正規職員

心

以外 11,426 11

し

,426 11,669

て

1,863 2,068

住

1,659 0 0 0 0

小

み

計 39,322 39,

続

400 37,793 3

け

8,982 48,07

ら

7 43,370 46,

れ

805 0 46,805

る

0

国庫支出金 70,5

持

79 12,911 64

続

,529 82,194

可

79,939 87,7

能

18 59,544 0 5

な

9,544 0

県支出金

ま

45,680 35,1

ち

32 41,800 45

事

,576 48,530

業

65,209 36,7

区

00 0 36,700 0

分

市　　債 0 0 0 0 0 0

(

0 0 0 0

そ の 他 0

2

0 0 0 0 0 0 0 0 0

一

)

般財源（税等） 48,

自

751 79,279 4

治

4,891 36,11

事

9 90,222 101

務

,257 48,124

○

0 48,124 0

所要

法

人数 正規職員 3.58

定

3.59 3.35 4.

受

76 5.78 5.24

託

5.88 0.00 5.

事

88 0.00

（人） 正

務

規職員以外 2.87 2

そ

.87 2.88 0.9

の

6 0.96 0.77 0

他

.00 0.00 0.0

政

0 0.00

主な予算内

　

訳
住宅耐震診断委託1

策

7,330千円、非木

４

造診断89千円、住宅

防

耐震改修等146,6

災

00千円、耐震ﾍﾞｯ

体

ﾄﾞ･ｼｪﾙﾀｰ79

制

8千円、リフォーム補

の

助40,000千円、

充

ブ

ロック塀補助13,

実

090千円、事務費等

会

784千円

計

款

施

３　目標及び実績

　

指標名 単位 令和05年

策

度 令和06年度 令和0

１

7年度 令和08年度 令

災

和09年度

活
動
指
標

戸

害

別訪問
戸

目標値 400

に

0 4000 3500 2

強

400 1200

実績値

い

3287 4455 33

ま

94

達成度(%) 82

ち

.2% 111.4% 9

づ

7% % %

目標値

実績値

く

達成度(%)

成
果
指
標

り

住宅耐震診断の戸数
戸

の

目標値 290 265 3

推

60 360 360

実績

進

値 251 491 287

会

達成度(%) 86.6

計

% 185.3% 79.

事

・

7% % %

住宅耐震改修

項

等（建替え含む）の戸

予

数
戸

目標値 110 10

算

0 200 200 200

区

実績値 86 110 16

分

3

達成度(%) 78.

目

2% 110% 81.5

取

% % %

組方針 ２
建築物等の災害予防 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 耐震・空家対策課 三宅　尊弘 435-1091

事業実施の根拠法令 関連課

業

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

近い将来必ず起こると予想される南海トラフ地震等に備え、住宅の耐 耐震診断士の派遣及び耐震改修費（耐震改修工

チ

事・改修工事に伴う住宅リフォーム工事、建替工事、耐震

震化の促進をはかり、災害に強いまちづくりを推進する。 ベッド・シェルター設置費用、ブロック塀等耐震対策費用）の一部補助により、耐震性の低い住宅の耐震

化

ェ

を促進する。

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

・住宅耐震診断予定251件（ ・住宅耐震診断491件（木造 ・住宅耐震診断287件（木造 ・住宅耐震診断予

事

定360件（ ・住宅耐

ッ

務

震診断予定360件（

事

木造）、0件（非木造

業

） ）、0件（非木造）

N

）、0件（非木造） 木

o

造）、1件（非木造）

事

木造）、1件（非木造

業

）

・住宅耐震改修65

名

件（改修） ・住宅耐震

[

改修95件（改修） ・

事

住宅耐震改修150件

ク

業

（改修 ・住宅耐震改修

基

予定170件（ ・住宅

本

耐震改修予定170件

情

（

、18件（建替） 、

報

15件（建替） ）、1

]

3件（建替） 改修）、

2

30件（建替） 改修）

5

、30件（建替）

・住

8

宅リフォーム補助14

8

件 ・住宅リフォーム補

シ

6

助21件 ・住宅リフォ

住

ーム補助114件 ・住

宅

宅リフォーム補助予定

の

17 ・住宅リフォーム

耐

補助予定17

・耐震ベ

震

ッド・シェルター補 ・

改

耐震ベッド・シェルタ

修

ー補 ・耐震ベッド・シ

補

ェルター補 0件 0件

助

助

0件 助2件 助1件 ・耐

ー

事

震ベッド・シェルター

業

補 ・耐震ベッド・シェ

事

ルター補

・ブロック塀

業

等除却補助72件 ・ブ

区

ロック塀等除却補助6

分

2件 ・ブロック塀等除

(

却補助42件 助予定3

1

件 助予定3件

・ブロッ

)

ク塀等除却補助予定 ・

事

ブロック塀等除却補助



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

災害に強いまちづくりを推進するため、未耐震住宅所有者に対する戸別訪問（ポスティング）による啓発活動と、市報わか

やま、自治会回覧、ホームページ等に

４

よる広報活動行いなが

　

ら耐震化の必要性を周

事

知し、補助事業を実施

業

した。

担当課評価の根

の

拠

耐震化の必要性及び

評

無料耐震診断をはじめ

価

とした各種補助制度の

評

周知を図り、住宅の耐

価

震化の促進を目指す。

基

見直し・改善内容

準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

72 11,775 11

費

,144 11,463

[

12,100 0 12,

長

100 0

国庫支出金 5

期

,853 7,710 6

総

,425 5,819 6

合

,698 6,503 7

計

,118 0 0 0

県支出

画

金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

]

0

市　　債 0 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0

そ の 他

の

9 0 9 0 9 0 9 0 0 0

他

一般財源（税等） 24

分

7 21 82 138 53

野

70 17 0 7,144

別

0

所要人数 正規職員 1

目

.23 1.25 1.3

標

3 1.51 1.40 1

４

.44 1.52 0.0

誰

0 1.52 0.00

（

も

人） 正規職員以外 0.

が

00 0.00 0.00

安

0.00 0.00 0.

心

00 0.00 0.00

し

0.00 0.00

主な

て

予算内訳
・報償金　５

住

，８１８千円　

み続け

３　目標及び

ら

実績
指標名 単位 令和0

れ

5年度 令和06年度 令

る

和07年度 令和08年

持

度 令和09年度

活
動
指

続

標

樋門操作員の活動実

可

績（点検、講習、訓練

能

）
件

目標値 460 46

な

0 460 460 460

ま

実績値 456 415 4

ち

41

達成度(%) 99

事

.1% 90.2% 95

業

.8% % %

目標値

実績

区

値

達成度(%)

成
果
指

分

標

樋門操作員の活動実

(

績（確保人員）
人

目標

2

値 23 23 23 23 2

)

3

実績値 23 23 23

自

達成度(%) 100%

治

100% 100% % %

事

目標値

実績値

達成度(

務

%)

○ 法定受託事務

その他

政　策 ４
防災体制の充実 会計 一般会計

款 消防費

施　策 １
災害に強いまちづくりの推進 会

事

計・ 項 消防費

予算区分 目 水防費

取組方針 ３
土砂災害・水害の予防対策の推進 大事業 水防事業

中事業 水防関係事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 警防課 有松　和彦 428-0119

事

業

業実施の根拠法令 水防法・河川法 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

樋門操作員による月次点検や国と合同で伝達訓練を行う。ま

チ

た、水防 災害発生時に地域に密着した樋門操作員が樋門操作を行うことで地域の安全に務める。また、土砂災害等

倉庫内に水防資器材を整備し、初動防災体制を強化する。 に対応する各種水防用資器材の充実を図り、水防体

ェ

制の強化を行う。

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

樋門操作員に対する手当及び 樋門操作員に対する手当及び 樋門操作員に対する手当及び 樋門操作員に対する

事

手当及び 樋門操作員に

ッ

務

対する手当及び

公務災

事

害補償 公務災害補償 公

業

務災害補償 公務災害補

N

償 公務災害補償

各種水

o

防用資器材の購入及び

事

各種水防用資器材の購

業

入及び 各種水防用資器

名

材の購入及び 各種水防

[

用資器材の購入及び 各

事

種水防用資器材の購入

ク

業

及び

修繕 修繕 修繕 修繕

基

修繕

本情報]

２　事業コスト

事業費

8

等（千円）
令和05年

5

度 令和06年度 令和0

1

7年度 令和08年度 令

9

和09年度

当初予算 決

シ

水

算 当初予算 決算 当初予

防

算 決算 当初予算 決算 計

関

画 決算

事業費 6,10

係

9 7,731 6,51

事

6 5,957 6,76

業

0 6,573 7,14

事

4 0 7,144 0

伸び

業

率（％） 0.3% 30

区

% 6.7% △22.9

分

% 3.7% 10.3%

ー

(

5.7% △100% 0

1

% 0%

人件費
正規職員

)

9,585 9,740

事

10,372 11,7

業

75 11,144 11

経

,463 12,100

費

0 12,100 0

正規

○

職員以外 0 0 0 0 0 0

管

0 0 0 0

小計 9,58

理

5 9,740 10,3



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

樋門操作に必要な人員を確保し、事前の点検や講習の受講により、迅速に活動できる体制が維持できているため。

担当課評価の根拠

水害等による被害の軽減のた

４

め、引き続き本事業を

　

継続させたい。

見直し

事

・改善内容

業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

事

4,764 4,777

業

0 4,777 0

所要人

経

数 正規職員 0.82 0

費

.82 0.82 0.8

管

2 0.82 0.82 0

理

.82 0.00 1.1

経

1 0.00

（人） 正規

費

職員以外 0.00 0.

[

00 0.00 0.00

長

0.00 0.00 0.

期

00 0.00 0.00

総

0.00

主な予算内訳

合

委託料　4,080千

計

円（管理委託料）

画] そ

３　目標及

の

び実績
指標名 単位 令和

他

05年度 令和06年度

分

令和07年度 令和08

野

年度 令和09年度

活
動

別

指
標

点検回数(月点検

目

（全般）11、月点検

標

（電気点検を除く）6

４

、年点検１
回

目標値 1

誰

8 18 18 18 18

）

も

実績値 18 18 18

達

が

成度(%) 100% %

安

% % %

目標値

実績値

達

心

成度(%)

成
果
指
標

修

し

繕箇所
件

目標値 0 0 0

て

0 0

実績値 0 0 0

達成

住

度(%) % % % % %

目

み

標値

実績値

達成度(%

続

)

けられる持続可能なまち
事業区分(2)

自治事務 法定受託事務

その他

政　策 ４
防災体制の充実 会計 一般会計

款 土木費

施　策 １
災害に強いまちづく

事

りの推進 会計・ 項 河川費

予算区分 目 河川総務費

取組方針 ３
土砂災害・水害の予防対策の推進 大事業 河川総務事業

中事業 直川地区排水施設管理事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 河川

業

港湾課 前田　邦彦 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

紀の川の洪水に伴う高川等の排水不良

チ

を改善し、浸水被害を軽減する 紀の川の洪水に伴う高川等の排水不良を改善し、浸水被害を軽減する

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

直川地区排水施設の運転管理 直川地区排水施設

ェ

の運転管理 直川地区排水施設の運転管理 直川地区排水施設の運転管理 直川地区排水施設の運転管理

を行う。（民間委託） を行う。（民間委託） を行う。（民間委託） を行う。（民間委託） を行う。（民

事

間委託）

ッ

務事業N

２　事業コスト

事

o

業費等（千円）
令和0

事

5年度 令和06年度 令

業

和07年度 令和08年

名

度 令和09年度

当初予

[

算 決算 当初予算 決算 当

事

初予算 決算 当初予算 決

ク

業

算 計画 決算

事業費 4,

基

444 4,408 6,

本

551 6,408 4,

情

894 4,764 4,

報

777 0 4,777 0

]

伸び率（％） 0.5%

1

1.9% 47.4% 4

0

5.4% △25.3%

1

△25.7% △2.4

8

% △100% 0% 0%

シ

3

人件費
正規職員 6,3

直

90 6,390 6,3

川

95 6,395 6,5

地

28 6,528 6,5

区

28 0 8,836 0

正

排

規職員以外 0 0 0 0 0

水

0 0 0 0 0

小計 6,3

施

90 6,390 6,3

設

95 6,395 6,5

管

28 6,528 6,5

ー

理

28 0 8,836 0

国

事

庫支出金 0 0 0 0 0 0

業

0 0 0 0

県支出金 0 0

事

0 0 0 0 0 0 0 0

市　

業

　債 0 0 0 0 0 0 0 0

区

0 0

そ の 他 0 0 0

分

0 0 0 0 0 0 0

一般財

(

源（税等） 4,444

1

4,408 6,551

)

6,408 4,894



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

　近年激増しているゲリラ豪雨への対策として、当事業の充実は不可欠である。

担当課評価の根拠

　浸水被害解消のため、施設の維持及び改修など、事業の充実

４

を図るためにはコスト

　

拡大は避けられない。

事

見直し・改善内容

業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

7,858 18,22

費

9 18,229 18,

管

229 0 24,756

理

0

正規職員以外 0 0 0

経

0 0 0 0 0 0 0

小計 1

費

7,844 17,84

○

4 17,858 17,

[

858 18,229 1

長

8,229 18,22

期

9 0 24,756 0

国

総

庫支出金 0 0 0 0 0 0

合

0 0 0 0

県支出金 0 0

計

0 0 0 0 0 0 0 0

市　

画

　債 0 19,300 4

]

0,700 68,50

そ

0 21,000 18,

の

400 199,000

他

0 199,000 0

そ

分

 の 他 0 0 0 0 0 0

野

0 0 0 0

一般財源（税

別

等） 89,535 88

目

,393 81,248

標

81,305 82,3

４

44 81,604 83

誰

,208 0 83,20

も

8 0

所要人数 正規職員

が

2.29 2.29 2.

安

29 2.29 2.29

心

2.29 2.29 0.

し

00 3.11 0.00

て

（人） 正規職員以外 0

住

.00 0.00 0.0

み

0 0.00 0.00 0

続

.00 0.00 0.0

け

0 0.00 0.00

主

ら

な予算内訳
委託料58

れ

,382千円　機械修

る

繕料14,260千円

持

　光熱水費17,32

続

2千円　

可能な

３　目標及び実績
指

ま

標名 単位 令和05年度

ち

令和06年度 令和07

事

年度 令和08年度 令和

業

09年度

活
動
指
標

雨水

区

ポンプ場管理個所
か所

分

目標値

実績値 35 35

(

35

達成度(%) % %

2

% % %

目標値

実績値

達

)

成度(%)

成
果
指
標

雨

自

水ポンプ場修繕個所
件

治

目標値

実績値 15 12

事

7

達成度(%) % % %

務

% %

目標値

実績値

達成

○

度(%)

法定受託事務

その他

政　策 ４
防災体制の充実 会計 一般会計

款 土木費

施　策 １
災害に強いまちづく

事

りの推進 会計・ 項 下水道費

予算区分 目 下水道施設管理費

取組方針 ３
土砂災害・水害の予防対策の推進 大事業 下水道施設管理事業

中事業 ポンプ場運転管理事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・

業

Tel 河川港湾課 前田　邦彦 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課 下水道管理課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

地域住民の浸

チ

水被害への対策として設置したポンプ場の管理事業 河川等のポンプ場を除く各ポンプ場の維持管理、ポンプ運転及び保守点検

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

ポンプ場の運転管理全

ェ

般（ポ ポンプ場の運転管理全般（ポ ポンプ場の運転管理全般（ポ ポンプ場の運転管理全般（ポ ポンプ場の運転管理全般（ポ

ンプ場３５か所） ンプ場３５か所） ンプ場３５か所） ンプ場３５か所） ンプ場

事

３５か所）

大雨時－運

ッ

務

転管理業務 大雨時－運

事

転管理業務 大雨時－運

業

転管理業務 大雨時－運

N

転管理業務 大雨時－運

o

転管理業務

平常時－機

事

械設備の運転確認 平常

業

時－機械設備の運転確

名

認 平常時－機械設備の

[

運転確認 平常時－機械

事

設備の運転確認 平常時

ク

業

－機械設備の運転確認

基

（点検、清掃等） （点

本

検、清掃等） （点検、

情

清掃等） （点検、清掃

報

等） （点検、清掃等）

]

125

２　

0

事業コスト

事業費等（

シ

5

千円）
令和05年度 令

ポ

和06年度 令和07年

ン

度 令和08年度 令和0

プ

9年度

当初予算 決算 当

場

初予算 決算 当初予算 決

運

算 当初予算 決算 計画 決

転

算

事業費 89,535

管

107,693 121

理

,948 149,80

事

5 103,344 10

ー

業

0,004 282,2

事

08 0 282,208

業

0

伸び率（％） △3.

区

3% △6.7% 36.

分

2% 39.1% △15

(

.3% △33.2% 1

1

73.1% △100%

)

0% 0%

人件費
正規職

事

員 17,844 17,

業

844 17,858 1



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

近年激増しているゲリラ豪雨への対策として、当事業の充実は不可欠である。

担当課評価の根拠

浸水被害解消のために新設されるポンプ場の管理や老朽化したポ

４

ンプ施設の改修など、

　

事業の充実を図るため

事

にはコスト拡

大は避け

業

られない。

見直し・改

の

善内容

評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

(

448 0 1,052 0

1

0 0 0

所要人数 正規職

)

員 0.16 0.16 0

事

.00 0.16 0.0

業

0 0.00 0.00 0

経

.00 0.00 0.0

費

0

（人） 正規職員以外

管

0.00 0.00 0.

理

00 0.00 0.00

経

0.00 0.00 0.

費

00 0.00 0.00

[

主な予算内訳
和歌山県

長

施行の土木事業（急傾

期

斜地崩壊対策等砂防事

総

業等）に対する市町村

合

負担金支出事務

計画]

３　目標及び

そ

実績
指標名 単位 令和0

の

5年度 令和06年度 令

他

和07年度 令和08年

分

度 令和09年度

活
動
指

野

標

和歌山県への意見書

別

の提出回数
回

目標値

実

目

績値 1 1 1

達成度(%

標

) % % % % %

目標値

実

４

績値

達成度(%)

成
果

誰

指
標

事業箇所
箇所

目標

も

値

実績値 17 16 12

が

達成度(%) % % % %

安

%

目標値

実績値

達成度

心

(%)

して住み続けられる持続可能なまち
事業区分(2)

自治事務 法定受託事務

その他

政　策 ４
防災体制の充実 会計

款

施　策 １
災害に強いまちづくりの推進

事

会計・ 項

予算区分 目

取組方針 ３
土砂災害・水害の予防対策の推進 大事業

中事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 河川港湾課 前田　邦彦 435-1090

事業実施の根拠法令 関連課

業

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

がけ崩れ等から住民の生命を守るために県が実施している事業 急傾斜地対策等県工事負担事業

事
業
内
容

令

チ

和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

県施行の急傾斜地等対策事業 県施行の急傾斜地等対策事業 県施行の急傾斜地等対策事業 県施行の急傾斜地等対策事業 県施行の急傾斜地等対策事業

費に係る工事

ェ

費等について、 費に係る工事費等について、 費に係る工事費等について、 費に係る工事費等について、 費に係る工事費等について、

市町村負担金（負担率1/10） 市町村負担金（負担率1/10） 市

事

町村負担金（負担率1

ッ

務

/10） 市町村負担金

事

（負担率1/10） 市

業

町村負担金（負担率1

N

/10）

を支出する。

o

を支出する。 を支出す

事

る。 を支出する。 を支

業

出する。

名 [事

ク

業

２　事業コスト

事

基

業費等（千円）
令和0

本

5年度 令和06年度 令

情

和07年度 令和08年

報

度 令和09年度

当初予

]

算 決算 当初予算 決算 当

2

初予算 決算 当初予算 決

2

算 計画 決算

事業費 0 2

3

8,562 0 22,8

0

48 0 20,252 0

シ

2

0 0 0

伸び率（％） 0

急

% △5.3% 0% △2

傾

0% 0% △11.4%

斜

0% △100% 0% 0

地

%

人件費
正規職員 1,

対

247 1,247 0 1

策

,248 0 0 0 0 0 0

等

正規職員以外 0 0 0 0

県

0 0 0 0 0 0

小計 1,

工

247 1,247 0 1

ー

事

,248 0 0 0 0 0 0

負

国庫支出金 0 0 0 0 0

担

0 0 0 0 0

県支出金 0

金

0 0 0 0 0 0 0 0 0

市

事

　　債 0 26,700

業

0 21,400 0 19

事

,200 0 0 0 0

そ 

業

の 他 0 0 0 0 0 0 0

区

0 0 0

一般財源（税等

分

） 0 1,862 0 1,



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

急傾斜地崩壊対策等が実施されている箇所は、ほとんどが市民から要望を受けた箇所であり、市に代わって和歌山県が施工

しているものです。地方財政法第２７

４

条で、都道府県の行う

　

土木その他の建設事業

事

でその区域内の市町村

業

を利するものにつ

いて

の

は、都道府県は当該建

評

設事業による受益の限

価

度において、当該市町

評

村に対し、当該建設事

価

業に要する経費の一部

基

を負担

担当課評価の根

準

拠
させることができる

[

とされていることから

妥

、和歌山県施行の当該

当

事業に係る市町村負担

性

金は現状維持が妥当と

]

考えています

。

上記の

事

理由により、見直し・

業

改善内容はありません

の

。

見直し・改善内容

ニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

事

職員以外 736 1,5

業

44 1,743 2,4

経

63 2,489 2,5

費

72 2,572 0 2,

○

572 0

小計 26,9

管

18 27,726 27

理

,945 25,935

経

25,494 26,6

費

12 26,612 0 2

[

6,612 0

国庫支出

長

金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

期

0

県支出金 172 17

総

1 0 0 0 0 0 0 0 0

市

合

　　債 0 0 0 0 0 0 0

計

0 0 0

そ の 他 0 0

画

0 0 0 0 0 0 0 0

一般

]

財源（税等） 1,13

そ

7 682 914 702

の

855 616 798 0

他

798 0

所要人数 正規

分

職員 3.36 3.36

野

3.36 3.01 2.

別

89 3.02 3.02

目

0.00 3.02 0.

標

00

（人） 正規職員以

４

外 0.47 0.47 0

誰

.47 0.65 0.6

も

5 0.67 0.67 0

が

.00 0.67 0.0

安

0

主な予算内訳
附属機

心

関委員報酬58千円、

し

消耗品費714千円　

て住み

３　目

続

標及び実績
指標名 単位

け

令和05年度 令和06

ら

年度 令和07年度 令和

れ

08年度 令和09年度

る

活
動
指
標

地域防災計画

持

の修正
％

目標値 100

続

100 100 100 1

可

00

実績値 100 10

能

0 100

達成度(%)

な

100% 100% 10

ま

0% % %

防災会議の開

ち

催
回

目標値 1 1 1 1 1

事

実績値 1 1 1

達成度(

業

%) 100% 100%

区

100% % %

成
果
指
標

分

地域防災計画の製本（

(

修正概要）及び配布
％

2

目標値 100 100 1

)

00 100 100

実績

自

値 100 100 100

治

達成度(%) 100%

事

100% 100% % %

務

目標値

実績値

達成度(

○

%)

法定受託事務

その他

政　策 ４
防災体制の充実 会計 一般会計

款 総務費

施　策 １
災害に強いまち

事

づくりの推進 会計・ 項 総務管理費

予算区分 目 総合防災費

取組方針 ５
復旧・復興計画の事前策定 大事業 総合防災事業

中事業 和歌山市地域防災計画等整備事業

事業種別 継続 関連個別計画 和歌山市地域防災計画

事業年度 無し ～ 無し

業

担当課・担当課長・Tel 総合防災課 竹田　信一郎 435-1199

事業実施の根拠法令 災害対策基本法第42条 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全

チ

体事業概要

事
業
目
的

迅速な応急対策及び警戒、復旧活動を実施するため。 市域の災害予防、災害応急対策及びその事前対策、災害復旧等についての事項を定めた各種防災関係計画

を策定し、防災活動を総合的、かつ計画的に

ェ

実施する。

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

地域防災計画、水防計画、国 地域防災計画、水防計画、国 地域防災計画、水防計画、国 地域防災計画、水防計画、

事

国 地域防災計画、水防

ッ

務

計画、国

土強靭化地域

事

計画、国民保護 土強靭

業

化地域計画、国民保護

N

土強靭化地域計画、国

o

民保護 土強靭化地域計

事

画、国民保護 土強靭化

業

地域計画、国民保護

計

名

画等各種計画の策定及

[

び見 計画等各種計画の

事

策定及び見 計画等各種

ク

業

計画の策定及び見 計画

基

等各種計画の策定及び

本

見 計画等各種計画の策

情

定及び見

直し 直し 直し

報

直し 直し

]

28 和

２　事業コスト

事

歌

業費等（千円）
令和0

シ

山

5年度 令和06年度 令

市

和07年度 令和08年

地

度 令和09年度

当初予

域

算 決算 当初予算 決算 当

防

初予算 決算 当初予算 決

災

算 計画 決算

事業費 1,

計

309 853 914 7

画

02 855 616 79

等

8 0 798 0

伸び率（

整

％） 154.2% 37

ー

備

6.5% △30.2%

事

△17.7% △6.5

業

% △12.3% △6.

事

7% △100% 0% 0

業

%

人件費
正規職員 26

区

,182 26,182

分

26,202 23,4

(

72 23,005 24

1

,040 24,040

)

0 24,040 0

正規



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

風水害や地震等の自然災害の増加や南海トラフ等の大規模地震が懸念されている現状にあるため。

担当課評価の根拠

各種新想定や対策等について迅速な地域防災

４

計画への反映を推進す

　

る。

見直し・改善内容

事業の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

費

正規職員 19,636

○

19,636 19,6

管

51 17,624 17

理

,274 24,040

経

24,040 0 24,

費

040 0

正規職員以外

[

736 1,544 1,

長

743 2,463 2,

期

489 2,572 2,

総

572 0 2,572 0

合

小計 20,372 21

計

,180 21,394

画

20,087 19,7

]

63 26,612 26

そ

,612 0 26,61

の

2 0

国庫支出金 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0 0

県支出

分

金 0 0 0 0 0 0 0 0 0

野

0

市　　債 0 0 0 0 0

別

0 0 0 0 0

そ の 他

目

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

標

一般財源（税等） 49

４

1 491 591 523

誰

150 148 169 0

も

169 0

所要人数 正規

が

職員 2.52 2.52

安

2.52 2.26 2.

心

17 3.02 3.02

し

0.00 3.02 0.

て

00

（人） 正規職員以

住

外 0.47 0.47 0

み

.47 0.65 0.6

続

5 0.67 0.67 0

け

.00 0.67 0.0

ら

0

主な予算内訳
消耗品

れ

費118千円

る持続

３　目標及び実

可

績
指標名 単位 令和05

能

年度 令和06年度 令和

な

07年度 令和08年度

ま

令和09年度

活
動
指
標

ち

防災訓練の実施数
回

目

事

標値 5 5 8 10 10

実

業

績値 12 11 12

達成

区

度(%) 240% 22

分

0% 150% % %

目標

(

値

実績値

達成度(%)

2

成
果
指
標

訓練参加者数

)

人
目標値 500 500

自

800 1000 100

治

0

実績値 1099 84

事

3 1096

達成度(%

務

) 219% 168% 1

○

37% % %

訓練参加機

法

関数
機関

目標値 100

定

100 100 100 1

受

00

実績値 290 14

託

6 142

達成度(%)

事

290% 146% 14

務

2% % %

その他

政　策 ４
防災体制の充実 会計 一般会計

款 総務費

施　策 ２
災害に強い人づくりの

事

推進 会計・ 項 総務管理費

予算区分 目 総合防災費

取組方針 ２
地域防災力の強化 大事業 総合防災事業

中事業 総合防災訓練等実施事業

事業種別 継続 関連個別計画 和歌山市地域防災計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel

業

総合防災課 竹田　信一郎 435-1199

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

訓練を実施する各防災関係機関

チ

の適切な役割分担と相互に連携協力し 災害が発生した場合においては、国・県、その他の公共機関等の防災関係機関が連携した対応が求められ

た実効性ある対策を確認する る。また、災害対策基本法、地域防災計画、水防計

ェ

画の定めるところにより、各関係機関において防災訓

練を実施することがが義務づけられている。

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

避難所開設訓練、水防訓練

事

、 避難所開設訓練、水

ッ

務

防訓練、 避難所開設訓

事

練、水防訓練、 避難所

業

開設訓練、水防訓練、

N

避難所開設訓練、水防

o

訓練、

図上訓練等の実

事

施、福祉施設 図上訓練

業

等の実施、福祉施設 図

名

上訓練等の実施、福祉

[

施設 図上訓練等の実施

事

、福祉施設 図上訓練等

ク

業

の実施、福祉施設

等へ

基

の避難確保計画作成及

本

び 等への避難確保計画

情

作成及び 等への避難確

報

保計画作成及び 等への

]

避難確保計画作成及び

1

等への避難確保計画作

9

成及び

訓練実施の指導

4

訓練実施の指導 訓練実

総

施の指導 訓練実施の指

シ

合

導 訓練実施の指導

防災訓練

２　事業

等

コスト

事業費等（千円

実

）
令和05年度 令和0

施

6年度 令和07年度 令

事

和08年度 令和09年

業

度

当初予算 決算 当初予

ー

事

算 決算 当初予算 決算 当

業

初予算 決算 計画 決算

事

区

業費 491 491 59

分

1 523 150 148

(

169 0 169 0

伸び

1

率（％） 2.7% 2.

)

9% 20.4% 6.5

事

% △74.6% △71

業

.7% 12.7% △1

経

00% 0% 0%

人件費



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

組織改正（平成２７年度）後から、住民参加型避難訓練など自主防災訓練は地域安全課に移管。総合防災課は、訓練を実施

する各防災関係機関の適切な役割分担

４

と相互に連携協力した

　

実効性ある対策を確認

事

するとともに、防災計

業

画等の脆弱点や課

題の

の

発見に重きを置き、防

評

災計画等の継続的な改

価

善を図る。

担当課評価

評

の根拠

災害時の本部事

価

務局と各対策部の役割

基

を再認識する必要があ

準

る。

このことから、今

[

後より一層、防災関係

妥

機関との継続的な訓練

当

を実施し、大規模災害

性

発生時の防災関係機関

]

の組織体制の機

能確認

事

など、実効性について

業

検証する必要がある。

の

見直し・改善内容

ニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

費

食料 用固定金具取付事

[

業の実施。 用固定金具

長

取付事業の実施。 用固

期

定金具取付事業の実施

総

。 用固定金具取付事業

合

の実施。

、生活用品、

計

資機材等の備蓄 ・食料

画

、資機材等の備蓄を進

]

・食料、生活用品、資

そ

機材等 ・食料、生活用

の

品、資機材等 ・食料、

他

生活用品、資機材等

を

分

進める。また、消費期

野

限の める。また、消費

別

期限のある の備蓄を進

目

める。消費期限の の備

標

蓄を進める。消費期限

４

の の備蓄を進める。消

誰

費期限の

あるものや経

も

年劣化するもの ものや

が

経年劣化するものは、

安

あるものや経年劣化す

心

るもの あるものや経年

し

劣化するもの あるもの

て

や経年劣化するもの

は

住

、有効活用を図りなが

み

ら、 有効活用を図りな

続

がら、順次 は、有効活

け

用を図りながら、 は、

ら

有効活用を図りながら

れ

、 は、有効活用を図り

る

ながら、

順次入れ替え

持

を行っていく。 入れ替

続

えを行っていく。 順次

可

入れ替えを行っていく

能

。 順次入れ替えを行っ

な

ていく。 順次入れ替え

ま

を行っていく。

ち
事業区

２　事業コ

分

スト

事業費等（千円）

(

令和05年度 令和06

2

年度 令和07年度 令和

)

08年度 令和09年度

自

当初予算 決算 当初予算

治

決算 当初予算 決算 当初

事

予算 決算 計画 決算

事業

務

費 29,064 26,

○

970 27,360 2

法

9,533 37,15

定

3 29,263 59,

受

237 0 59,237

託

0

伸び率（％） 89.

事

3% △16.1% △5

務

.9% 9.5% 35.

そ

8% △0.9% 59.

の

4% △100% 0% 0

他

%

人件費
正規職員 46

政

,363 46,597

　

47,178 45,9

策

31 48,158 54

４

,288 54,288

防

0 0 0

正規職員以外 5

災

,887 5,002 3

体

,919 3,960 3

制

,926 0 0 0 0 0

小

の

計 52,250 51,

充

599 51,097 4

実

9,891 52,08

会

4 54,288 54,

計

288 0 0 0

国庫支出

一

金 784 855 0 0 0

般

0 3,501 0 3,5

会

01 0

県支出金 5,1

計

60 2,842 9,8

款

36 9,647 10,

総

408 9,127 12

務

,677 0 12,67

費

7 0

市　　債 0 0 0 0

施

0 0 1,400 0 1,

　

400 0

そ の 他 0

策

2,000 0 1,80

２

0 0 1,050 0 0 0

災

0

一般財源（税等） 2

害

3,120 21,27

に

3 17,524 18,

強

086 26,745 1

い

9,086 41,65

人

9 0 41,659 0

所

づ

要人数 正規職員 5.9

く

5 5.98 6.05 5

り

.89 6.05 6.8

の

2 6.82 0.00 0

推

.00 0.00

（人）

進

正規職員以外 1.44

会

1.05 0.95 0.

計

96 0.95 0.00

・

0.00 0.00 0.

事

項

00 0.00

主な予算

総

内訳
業務委託料　2,

務

717千円、防災活動

管

費補助金　6,390

理

千円、防災対策支援補

費

助金　700千円  

予

他

令和３年度決算から

算

大規模の備蓄事業費の

区

一部が有

分 目 総

３　目標及び実績
指

合

標名 単位 令和05年度

防

令和06年度 令和07

災

年度 令和08年度 令和

費

09年度

活
動
指
標

補助

取

を行った自主防災会数

組

地区
目標値 42 42 4

方

2 42

実績値 25 26

針

29

達成度(%) 59

２

.5% 61.9% 69

地

.0% % %

家具転倒防

域

止用固定金具取付件数

防

件
目標値 155 135

災

135 135

実績値 1

力

03 142 96

達成度

の

(%) 66.5% 10

強

0% 71.1% % %

成

化

果
指
標

家具転倒防止用

大

固定金具取付件数（平

事

成24年度からの累計

業

）
件

目標値 3115 3

総

250 3385 352

合

0

実績値 1568 17

防

10 1806

達成度(

災

%) 50.3% 52.

事

6% 53.3% % %

防

業

災講座の参加者数
人

目

中

標値 3500 3500

事

3500 3500

実績

業

値 3940 5557 4

地

228

達成度(%) 1

域

00% 100% 100

防

% % %

災事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 地域安全課 志賀　政廣 435-1005

事業

業

実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

・地域住民の自主的な防災活動体制の確立のため、自主防災組織の防 ・防災訓

チ

練等の防災活動を実施する自主防災組織に対して補助を行う。

災活動などを支援する。 ・大規模地震による津波から避難するため、高台への避難路を整備する自主防災組織に対して補助を行う

・災害発生時、避難の妨げとな

ェ

らないよう、要支援者宅への家具固定 。

金具の取付を支援する。 ・６５歳以上だけの世帯や高齢者等の体が不自由な方がおられる世帯を対象に、市が無料で取付作業員を

・東海、東南海、南海３連動地

事

震の想定日案者数８８

ッ

務

，３００人の生 派遣し

事

、家具固定金具の取付

業

を行う。

命・身体の保

N

護を目的に、必要最低

o

限の物資を備蓄する。

事

・大規模災害時におけ

業

る避難者の生命・身体

名

を保護するため、最低

[

限必要な物資の備蓄を

事

実施する。

事
業
内
容

令

ク

業

和05年度 令和06年

基

度 令和07年度 令和0

本

8年度 令和09年度

防

情

災士の資格取得、防災

報

訓練 ・防災士の資格取

]

得、防災訓 ・防災士の

7

資格取得、防災訓 ・防

6

災士の資格取得、防災

7

訓 ・防災士の資格取得

地

、防災訓

、避難路整備

シ

域

等の防災活動を 練、避

防

難路整備等の防災活動

災

練、避難路整備等の防

事

災活動 練、避難路整備

業

等の防災活動 練、避難

事

路整備等の防災活動

行

業

う自主防災組織に対し

区

て補 を行う自主防災組

分

織に対して を行う自主

(

防災組織に対して を行

ー

1

う自主防災組織に対し

)

て を行う自主防災組織

事

に対して

助を行う。家

業

具転倒防止用固 補助を

経

行う。・家具転倒防止

費

補助を行う。・家具転

○

倒防止 補助を行う。・

管

家具転倒防止 補助を行

理

う。・家具転倒防止

定

経

金具取付事業の実施。



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

南海トラフ巨大地震等、いつ起こるかわからない災害に備え、家具の固定、感震ブレーカーの設置、避難路整備、資機材の

充実を行うとともに防災講座を開催す

４

ることで地域の防災力

　

及び住民の防災知識の

事

向上を図る必要がある

業

。

東海・東南海・南海

の

３連動地震の想定避難

評

者数８８，３００人に

価

基づき、最低限必要な

評

物資を備蓄していく。

価

担当課評価の根拠

更な

基

る地域防災力の向上を

準

図るため、防災士の育

[

成や小学校、中学校等

妥

に防災教育に努める。

当

また、災害関連死を減

性

らすための対策として

]

、避難所が確保すべき

事

生活環境（スフィア基

業

準）を満たす備蓄を進

の

めていく。

見直し・改

ニ

善内容

ーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

2,572 2,572

費

0 2,572 0

小計 3

○

3,463 34,27

管

1 34,495 31,

理

784 31,225 3

経

2,582 32,58

費

2 0 32,582 0

国

○

庫支出金 0 0 0 0 0 0

[

0 0 0 0

県支出金 0 0

長

0 0 2,273 2,1

期

33 1,133 0 0 0

総

市　　債 0 0 0 0 63

合

,300 61,300

計

5,400 0 0 0

そ 

画

の 他 0 0 0 0 0 0 0

]

0 0 0

一般財源（税等

そ

） 24,422 22,

の

537 20,524 1

他

9,623 23,81

分

0 22,619 21,

野

695 0 28,228

別

0

所要人数 正規職員 4

目

.20 4.20 4.2

標

0 3.76 3.61 3

４

.77 3.77 0.0

誰

0 3.77 0.00

（

も

人） 正規職員以外 0.

が

47 0.47 0.47

安

0.65 0.65 0.

心

67 0.67 0.00

し

0.67 0.00

主な

て

予算内訳
通信運搬費8

住

,528千円、機械等

み

保守委託料6,453

続

千円

けら

３

れ

　目標及び実績
指標名

る

単位 令和05年度 令和

持

06年度 令和07年度

続

令和08年度 令和09

可

年度

活
動
指
標

設備点検

能

数（年）
％

目標値 10

な

0 100 100 100

ま

100

実績値 100 1

ち

00 100

達成度(%

事

) 100% 100% 1

業

00% % %

目標値

実績

区

値

達成度(%)

成
果
指

分

標

維持管理状況（維持

(

管理率）
％

目標値 10

2

0 100 100 100

)

100

実績値 100 1

自

00 100

達成度(%

治

) 100% 100% 1

事

00% % %

目標値

実績

務

値

達成度(%)

○ 法定受託事務

その他

政　策 ４
防災体制の充実 会計 一般会計

款 総務費

施　策 ３
災害等に強い体制

事

づくりの推進 会計・ 項 総務管理費

予算区分 目 総合防災費

取組方針 １
情報伝達体制の強化 大事業 総合防災事業

中事業 防災情報システム整備事業

事業種別 継続 関連個別計画 和歌山市地域防災計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当

業

課長・Tel 総合防災課 竹田　信一郎 435-1199

事業実施の根拠法令 関連課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

防災情報システム

チ

を整備することで、災害時の迅速な応急対策の推進 災害時の迅速な応急対策の推進と地域の防災活動を支援するため、防災情報システムを整備する。災害予

と地域の防災活動を支援する。 防と被害の軽減を図っていく。

事
業

ェ

内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

防災行政無線、その他情報連 防災行政無線、その他情報連 防災行政無線、その他情報連 防災行政無線、その他情報連 防災行政無線

事

、その他情報連

携に係

ッ

務

るシステム機器の整備

事

携に係るシステム機器

業

の整備 携に係るシステ

N

ム機器の整備 携に係る

o

システム機器の整備 携

事

に係るシステム機器の

業

整備

及び管理運用。 及

名

び管理運用。 及び管理

[

運用。 及び管理運用。

事

及び管理運用。

ク

業基本情

２　事業コ

報

スト

事業費等（千円）

]

令和05年度 令和06

6

年度 令和07年度 令和

6

08年度 令和09年度

4

当初予算 決算 当初予算

防

決算 当初予算 決算 当初

シ

災

予算 決算 計画 決算

事業

情

費 24,422 22,

報

537 20,524 1

シ

9,623 89,38

ス

3 86,052 28,

テ

228 0 28,228

ム

0

伸び率（％） △21

整

% △24.1% △16

備

% △12.9% 335

事

.5% 338.5% △

ー

業

68.4% △100%

事

0% 0%

人件費
正規職

業

員 32,727 32,

区

727 32,752 2

分

9,321 28,73

(

6 30,010 30,

1

010 0 30,010

)

0

正規職員以外 736

事

1,544 1,743

業

2,463 2,489



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

近年、各地で発生している自然災害に伴い、市民の災害対策の需要は増加しており、防災情報システムを整備していくこと

は非常に重要である。

担当課評価の根

４

拠

日々進歩するシステ

　

ムや機器の動向を注視

事

し、県と連携していく

業

。

見直し・改善内容

の評価
評価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

理

00% 0% 0%

人件費

経

正規職員 32,727

費

32,727 32,7

○

52 29,321 28

[

,736 24,040

長

24,040 0 24,

期

040 0

正規職員以外

総

736 1,544 1,

合

743 2,463 2,

計

489 2,572 2,

画

572 0 2,572 0

]

小計 33,463 34

そ

,271 34,495

の

31,784 31,2

他

25 26,612 26

分

,612 0 26,61

野

2 0

国庫支出金 0 0 0

別

0 0 0 1,076 0 0

目

0

県支出金 2,733

標

2,437 3,739

４

3,625 693 64

誰

3 330 0 0 0

市　　

も

債 0 0 11,300 1

が

1,200 0 0 0 0 0

安

0

そ の 他 0 0 0 0

心

0 0 0 0 0 0

一般財源

し

（税等） 5,509 5

て

,010 8,048 7

住

,804 4,190 4

み

,356 4,085 0

続

5,491 0

所要人数

け

正規職員 4.20 4.

ら

20 4.20 3.76

れ

3.61 3.02 3.

る

02 0.00 3.02

持

0.00

（人） 正規職

続

員以外 0.47 0.4

可

7 0.47 0.65 0

能

.65 0.67 0.6

な

7 0.00 0.67 0

ま

.00

主な予算内訳
管

ち

理委託料394千円、

事

震度感知式鍵ボックス

業

設置委託料660千円

区分(

３　目

2

標及び実績
指標名 単位

)

令和05年度 令和06

自

年度 令和07年度 令和

治

08年度 令和09年度

事

活
動
指
標

所々修繕数
件

務

目標値 0 ０ ０ 0 0

実績

○

値 7 15 5

達成度(%

法

) 700% 1500%

定

500% % %

目標値

実

受

績値

達成度(%)

成
果

託

指
標

維持管理不備対応

事

率
％

目標値 100 10

務

0 100 100 100

そ

実績値 100 100 1

の

00

達成度(%) 10

他

0% 100% 100%

政

% %

目標値

実績値

達成

　

度(%)

策 ４
防災体制の充実 会計 一般会計

款 総務費

施　策 ３
災害等に強い体制づくりの

事

推進 会計・ 項 総務管理費

予算区分 目 総合防災費

取組方針 ２
避難体制及び避難所運営体制の構築 大事業 総合防災事業

中事業 避難場所整備事業

事業種別 継続 関連個別計画 和歌山市地域防災計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課

業

長・Tel 総合防災課 竹田　信一郎 435-1199

事業実施の根拠法令 関連課 教育施設課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

避難場所

チ

の指定及び避難誘導標識等を設置することで、災害時に市民 災害時において、市民が円滑に避難することができるように、避難場所の指定及び避難誘導標識等の設置

が円滑に避難できるように促すことを目的とする。 ・維持

ェ

管理を行う。

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

避難場所指定及び避難誘導標 避難場所指定及び避難誘導標 避難場所指定及び避難誘導標 避難場所指定及び避難誘

事

導標 避難場所指定及び

ッ

務

避難誘導標

識、下水道

事

直結型仮設トイレ 識、

業

下水道直結型仮設トイ

N

レ 識、下水道直結型仮

o

設トイレ 識、下水道直

事

結型仮設トイレ 識、下

業

水道直結型仮設トイレ

名

、その他避難所運営に

[

要する 、その他避難所

事

運営に要する 、その他

ク

業

避難所運営に要する 、

基

その他避難所運営に要

本

する 、その他避難所運

情

営に要する

物品等の整

報

備、維持管理。 物品等

]

の整備、維持管理。 物

1

品等の整備、維持管理

1

。 物品等の整備、維持

4

管理。 物品等の整備、

避

維持管理。

シ

難場所整

２　事業コスト

備

事業費等（千円）
令和

事

05年度 令和06年度

業

令和07年度 令和08

事

年度 令和09年度

当初

業

予算 決算 当初予算 決算

区

当初予算 決算 当初予算

ー

分

決算 計画 決算

事業費 8

(

,242 7,447 2

1

3,087 22,62

)

9 4,883 4,99

事

9 5,491 0 5,4

業

91 0

伸び率（％） 1

経

50% 131.9% 1

費

80.1% 203.9

○

% △78.8% △77

管

.9% 12.5% △1



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか できる ○ あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

既存の施設について整備した分の維持管理を行うとともに、新たに避難所等の指定を受けた施設には、防災標識等を設置す

るようにしている。

担当課評価の根拠

４

円滑かつ安全な避難を

　

確保するため、防災標

事

識等の維持管理を行う

業

とともに、避難所運営

の

において必要となる物

評

品等の整備

について検

価

討を図る。

見直し・改

評

善内容

価基準

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している ○ 横ばい 減少している

[妥当



事務 ト

経

と 援や安否確認に利用

費

すること 援や安否確認

管

に利用すること

となっ

理

た。 となった。 となっ

経

た。 となった。

費

[長期

２　事業コ

総

スト

事業費等（千円）

合

令和05年度 令和06

計

年度 令和07年度 令和

画

08年度 令和09年度

]

当初予算 決算 当初予算

そ

決算 当初予算 決算 当初

の

予算 決算 計画 決算

事業

他

費 1,341 1,32

○

0 1,466 1,46

分

0 17,991 16,

野

374 1,497 0 0

別

0

伸び率（％） △27

目

.2% △16.1% 9

標

.3% 10.6% 1,

４

127.2% 1,02

誰

1.5% △91.7%

も

△100% △100%

が

0%

人件費
正規職員 1

安

4,416 13,24

心

7 7,643 14,1

し

93 13,851 9,

て

632 8,836 0 0

住

0

正規職員以外 7,0

み

34 7,034 4,4

続

21 5,895 6,7

け

94 7,098 7,0

ら

98 0 0 0

小計 21,

れ

450 20,281 1

る

2,064 20,08

持

8 20,645 16,

続

730 15,934 0

可

0 0

国庫支出金 0 0 0

能

0 8,283 7,49

な

6 0 0 0 0

県支出金 0

ま

0 0 0 0 0 0 0 0 0

市

ち

　　債 0 0 0 0 7,4

事

00 0 0 0 0 0

そ の

業

 他 37 0 54 0 61

区

0 58 0 0 0

一般財源

分

（税等） 1,304 1

(

,320 1,412 1

2

,460 2,247 8

)

,878 1,439 0

自

0 0

所要人数 正規職員

治

1.85 1.70 0.

事

98 1.82 1.74

務

1.21 1.11 0.

○

00 0.00 0.00

法

（人） 正規職員以外 3

定

.10 3.10 1.9

受

5 2.60 2.68 2

託

.80 2.80 0.0

事

0 0.00 0.00

主

務

な予算内訳
消耗品費5

そ

26千円　印刷製本費

の

211千円　通信運搬

他

費534千円　機械等

政

保守委託料221千円

　策 ４

３　目

防

標及び実績
指標名 単位

災

令和05年度 令和06

体

年度 令和07年度 令和

制

08年度 令和09年度

の

活
動
指
標

新規対象者及

充

び異動対象者に対する

実

調査員による訪問件数

会

件
目標値 2600 20

計

00 1000 1000

一

実績値 1451 100

般

5 636

達成度(%)

会

55.8% 50.3%

計

63.6% % %

目標値

款

実績値

達成度(%)

成

民

果
指
標

個人情報の提供

生

にかかる意向確認の進

費

捗率
％

目標値 0.85

施

0.85 0.85 0.

　

85

実績値 0.669

策

0.649 0.631

３

達成度(%) 78.7

災

% 76.3% 74.2

害

% % %

目標値

実績値

達

等

成度(%)

に強い体制づ

事

くりの推進 会計・ 項 社会福祉費

予算区分 目 社会福祉総務費

取組方針 ２
避難体制及び避難所運営体制の構築 大事業 社会福祉総務事業

中事業 避難行動要支援者登録事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当

業

課長・Tel 高齢者・地域福祉課 宮地　功 435-1063

事業実施の根拠法令 災害対策基本法　第４９条１０～１３ 関連課 総合防災課、介護保険課、障害者支援課、保健対策課

１　事業

チ

内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

災害時に自力又は家族だけの力では避難することが難しい方を自助・ 災害時に自力又は家族だけの力では避難することが難しい方を自助・共助で

ェ

避難支援等を行う事業。

共助で避難支援等を行う事業。

事
業
内
容

令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

平成２６年４月施行の改正災 平成２６年４月施行の改正災 平成２６年

事

４月施行の改正災 平成

ッ

務

２６年４月施行の改正

事

災

害対策基本法により

業

個人情報 害対策基本法

N

により個人情報 害対策

o

基本法により個人情報

事

害対策基本法により個

業

人情報

の目的外利用が

名

認められると の目的外

[

利用が認められると の

事

目的外利用が認められ

ク

業

ると の目的外利用が認

基

められると

ともに市町

本

村に避難行動要支 とも

情

に市町村に避難行動要

報

支 ともに市町村に避難

]

行動要支 ともに市町村

5

に避難行動要支

援者名

5

簿の作成が義務付けら

3

援者名簿の作成が義務

避

付けら 援者名簿の作成

シ

難

が義務付けら 援者名簿

行

の作成が義務付けら

れ

動

、災害時や災害の恐れ

要

があ れ、災害時や災害

支

の恐れがあ れ、災害時

援

や災害の恐れがあ れ、

者

災害時や災害の恐れが

登

あ

る時に避難支援等関

録

係者へ必 る時に避難支

事

援等関係者へ必 る時に

ー

業

避難支援等関係者へ必

事

る時に避難支援等関係

業

者へ必

要限度の情報を

区

提供し避難支 要限度の

分

情報を提供し避難支 要

(

限度の情報を提供し避

1

難支 要限度の情報を提

)

供し避難支

援や安否確

事

認に利用すること 援や

業

安否確認に利用するこ



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

東日本大震災以後、災害に対する不安や防災体制の見直し等、防災意識が高まりつつあるなか災害対策基本法が改正され名

簿作成の義務化等の充実が求められて

４

いるところである。市

　

主体ではコスト拡大に

事

なることから、自治会

業

や民生委員等の避

難支

の

援関係者と連携し事業

評

の拡充を予定している

価

。

担当課評価の根拠

名

評

簿の用途として安否確

価

認も想定していること

基

から、大勢の対象者を

準

漏れなく名簿に掲載し

[

、更新を図って行くた

妥

めに、関

係各課との連

当

携を深めていく事が重

性

要である。例えば、介

]

護保険課や障害者支援

事

課において、介護認定

業

３や障害者手帳１・

２

の

級の新規認定者に対し

ニ

て、認定通知書を送付

ー

する際に、避難行動用

ズ

支援者登録制度の案内

は

や個人情報の提供の同

あ

意書を同

封してもらう

る

等を行う事で、郵送料

か

のコスト削減などが考

○

えられる。

見直し・改

増

善内容

加している 横ばい 減少している

[妥当


